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国立大学法人東京農工大学保有個人情報等管理細則の一部改正 

現行 改正 改正理由 

本則 本則  
   第1章 総則 第1章 総則  

(趣旨) 

第1条 この細則は、国立大学法人東京農工大学個人情報の保護

に関する規程(以下「規程」という。)第50条の規定に基づき、

国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)の保有する

個人情報及び独立行政法人等非識別加工情報等(以下「保有個人

情報等」という。)の管理に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(趣旨) 

第1条 この細則は、国立大学法人東京農工大学個人情報の保護

に関する規程(以下「規程」という。)第50条の規定に基づき、

国立大学法人東京農工大学(以下「本学」という。)の保有する

個人情報(以下「保有個人情報」という。)及び独立行政法人等

非識別加工情報等(以下「保有個人情報等」という。)の管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

2 (略) 2 (略)  
   第3章 教育研修 第3章 教育研修  

(教育研修) 

第7条 総括保護管理者は、保有個人情報等の取扱いに従事する

役員及び職員(派遣労働者を含む。以下同じ。)(以下「職員等」

という。)に対し、保有個人情報等の取扱いについて理解を深

め、個人情報の保護に関する意識の高揚を図るための啓発その

他必要な教育研修を行う。 

(教育研修) 

第7条 総括保護管理者は、保有個人情報等の取扱いに従事する

役員及び職員(派遣労働者を含む。以下「職員等」という。)に

対し、保有個人情報等の取扱いについて理解を深め、個人情報

の保護に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教育

研修を行う。 

 

2～4 (略) 2～4 (略)  
   第5章 保有個人情報等の取扱い 第5章 保有個人情報等の取扱い  

(アクセス制限) 

第9条 保護管理者は、保有個人情報等の秘匿性等その内容に応

じて、当該保有個人情報等にアクセスする権限を有する職員等

とその権限の内容を、当該職員等が業務を行う上で必要最小限

(アクセス制限) 

第9条 保護管理者は、保有個人情報等の秘匿性等その内容(個

人識別の容易性（匿名化の程度等）、要配慮個人情報の有無、

漏えい等が発生した場合に生じ得る被害の性質・程度などを考
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の範囲に限る。 慮するものとする。以下同じ。 )に応じて、当該保有個人情報

等にアクセスする権限を有する職員等の範囲と権限の内容を、

当該職員等が業務を行う上で必要最小限の範囲に限る。 

2・3 (略) 2・3 (略)  
(取扱区域) 

第14条の6 特定個人情報保護管理者は、特定個人情報を取り扱

う事務を実施する区域を明確にし、物理的な安全管理措置を講

ずる。 

(管理区域及び取扱区域) 

第14条の6 特定個人情報保護管理者は、特定個人情報ファイル

を取り扱う情報システム(サーバー等)を管理する区域(以下「管

理区域」という。)を明確にし、物理的な安全管理措置を講ず

る。 
 

(新設) 2 特定個人情報保護管理者は、管理区域において、入退室管理及

び管理区域へ持ち込む機器等の制限等措置を講ずる。 

(新設) 3 特定個人情報保護管理者は、特定個人情報を取り扱う事務を実

施する区域について、事務取扱担当者以外の者が特定個人情報を

容易に閲覧等できないよう留意する。 
 

   第6章 情報システムにおける安全の確保等 第6章 情報システムにおける安全の確保等  
(アクセス記録) 

第16条 (略) 

(アクセス記録) 

第16条 (略)  

2 (略) 2 (略)  
3 特定個人情報保護管理者は、特定個人情報へのアクセス状況

を記録し、その記録を一定の期間保存し、定期に又は随時に分

析するために必要な措置を講ずる。 

3 特定個人情報保護管理者は、特定個人情報の利用状況等を記

録し、その記録を一定の期間保存し、定期に及び必要性に応じ

随時に分析等するための体制を整備する。 
 

   第8章 保有個人情報等の提供及び業務の委託等 第8章 保有個人情報等の提供及び業務の委託等  
(業務の委託等) 

第29条 独立行政法人等非識別加工情報の作成に係る業務又は保

有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、

(業務の委託等) 

第29条 独立行政法人等非識別加工情報の作成に係る業務又は保

有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、
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個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者を選定すること

がないよう、必要な措置を講ずる。また、契約書に、次の各号

に掲げる事項を明記するとともに、委託先における責任者及び

業務従事者の管理及び実施体制、個人情報の管理の状況につい

ての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認す

る。 

個人情報の適切な管理を行う能力を有しない者を選定すること

がないよう、必要な措置を講ずる。また、契約書に、次の各号

に掲げる事項を明記するとともに、委託先における責任者及び

業務従事者の管理及び実施体制、個人情報の管理の状況につい

ての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認す

る。 

(1) (略) (1) (略)  
(2) 再委託の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する

事項 

(2) 再委託（再委託先が委託先の子会社(会社法(平成 17年法

律第86号)第2条第1項第3号に規定する子会社をいう。）

である場合も含む。本号及び第 5項において同じ。)制限又は

事前承認等再委託に係る条件に関する事項。この場合におい

て、委託先との契約書に、再委託に際して再委託先に求める

事項は、再委託先が子会社である場合も、同様に求めるべき

ことを明記するものとする。 

 

(3)～(6) (略) (3)～(6) (略)  
2 (略) 2 (略)  
3 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合に

は、委託する保有個人情報等の秘匿性等その内容に応じて、委

託先における個人情報の管理の状況について、年 1回以上の定

期的検査等により確認する。 

3 保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合に

は、委託する業務に係る保有個人情報の秘匿性等その内容や

その量等に応じて、委託先における管理体制及び実施体制や

個人情報の管理の状況について、少なくとも年1回以上、原則

として実地検査により確認する。 

 

4～7 (略) 4～7 (略)  
(新設) 8 保有個人情報を提供又は業務委託する場合には、漏えい等によ

る被害発生のリスクを低減する観点から、提供先の利用目的、委

託する業務の内容、保有個人情報の秘匿性等その内容などを考慮

し、必要に応じ、氏名を番号に置き換える等の匿名化措置を講ず
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る。 

    

別紙様式1(第30条関係) 

 

別紙様式1(第30条関係)  

別紙様式1 

[別紙参照] 

別紙様式1 

[別紙参照]  

 

別紙様式2(第30条関係) 

 

別紙様式2(第30条関係)  

別紙様式2 

[別紙参照] 

別紙様式2 

[別紙参照]  

   
附 則(平成30年11月19日細則第27号) 

この細則は、平成 30年11月19日から施行する。 



別紙様式 1 

平成   年  月  日 

特定個人情報保護委員会   殿  

 

組織名                  

担当部署                 

担当者                  

所在地                  

連絡先（TEL：             ） 

                             

 

特 定 個 人 情 報 の 漏 え い 等 報 告 に つ い て 

 

番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案について下記のとおり報告します。 

 

①発覚年月日  

②事案の概要 

（流出した契機を含む） 
 

 

③漏えい等した情報の内容 

 
 

④漏えい等した又はおそれ

のある本人の数 

 
 
 

⑤発生原因等 

（取扱規程等の遵守 

状況についても記載） 

 

⑥本人への連絡等の状況  

⑦公表内容及び公表方法

（公表年月日） 
 

⑧再発防止策等 
 

 

⑨その他  

 

現行 



別紙様式 1 

  年  月  日 

個人情報保護委員会   殿  

 

組織名                  

担当部署                 

担当者                  

所在地                  

連絡先（TEL：             ） 

                             

 

特 定 個 人 情 報 の 漏 え い 等 報 告 に つ い て 

 

番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案について下記のとおり報告します。 

 

①発覚年月日  

②事案の概要 

（流出した契機を含む） 
 

 

③漏えい等した情報の内容 

 
 

④漏えい等した又はおそれ

のある本人の数 

 
 
 

⑤発生原因等 

（取扱規程等の遵守 

状況についても記載） 

 

⑥本人への連絡等の状況  

⑦公表内容及び公表方法

（公表年月日） 
 

⑧再発防止策等 
 

 

⑨その他  

 

改正 



別紙様式 2 

平成   年  月  日 

特定個人情報保護委員会   殿  

 

組織名                    

担当部署                       

担当者                       

所在地                    

連絡先（TEL：              ） 

                             

特定個人情報の漏えい等報告について 

（行政機関、独立行政法人等、地方公共団体等における重大事案等） 

 

番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案について下記のとおり報告します。 

 

①重大事案の類型 

※重大事案又はそのおそれ

のある事案の該当する項目

を選択してください。 

 

□ 情報提供ネットワークシステム又は個人番号を取り扱う情報システムか

ら外部に情報漏えい等が起こった。 

□ 漏えい等した特定個人情報の本人の数が 101人以上である。 

□ 不特定多数の人が閲覧できる状態となった。 

□ 職員等が不正の目的で持ち出したり利用したりした。 

□ その他 

※「その他」を選択した場合にのみ重大事案と判断した理由を記載 

（                             ） 

②事案の概要 

（流出した契機を含む） 

 

 

③漏えい等した特定個人情

報の本人の数 
（        ）人 

※ 発覚した時点で把握した概数を記載 

④漏えい等した情報の内容 

 

⑤漏えい等が発生した事務

の名称 

【個人番号利用事務・個人番号関係事務の該当】 

□ 個人番号利用事務 

□ 個人番号関係事務 

【特定個人情報保護評価の実施の有無】 

□ 実施 （義務付けられる評価の種類：          ） 

□ 義務付けられない 

【事務名 ※ 特定個人情報保護評価計画管理書の「事務の名称」を記載】 

（                       ） 

※ 「個人番号利用事務」を選択した場合のみ記載 

⑥公表予定 

【事案の公表】 

 □ あり（予定も含む） 公表（予定）   年  月  日  時 

 □ なし   □ 未定 

【記者レクの有無 ※ 「あり（予定も含む）」を選択した場合のみ記載】 

 □ あり  □ なし  □ 未定 

⑦その他  

 

現行 



別紙様式 2 

  年  月  日 

個人情報保護委員会   殿  

 

組織名                    

担当部署                       

担当者                       

所在地                    

連絡先（TEL：              ） 

                             

特定個人情報の漏えい等報告について 

（行政機関、独立行政法人等、地方公共団体等における重大事案等） 

 

番号法違反の事案又は番号法違反のおそれのある事案について下記のとおり報告します。 

 

①重大事案の類型 

※重大事案又はそのおそれ

のある事案の該当する項目

を選択してください。 

 

□ 情報提供ネットワークシステム又は個人番号を取り扱う情報システムか

ら外部に情報漏えい等が起こった。 

□ 漏えい等した特定個人情報の本人の数が 101人以上である。 

□ 不特定多数の人が閲覧できる状態となった。 

□ 職員等が不正の目的で持ち出したり利用したりした。 

□ その他 

※「その他」を選択した場合にのみ重大事案と判断した理由を記載 

（                             ） 

②事案の概要 

（流出した契機を含む） 

 

 

③漏えい等した特定個人情

報の本人の数 
（        ）人 

※ 発覚した時点で把握した概数を記載 

④漏えい等した情報の内容 

 

⑤漏えい等が発生した事務

の名称 

【個人番号利用事務・個人番号関係事務の該当】 

□ 個人番号利用事務 

□ 個人番号関係事務 

【特定個人情報保護評価の実施の有無】 

□ 実施 （義務付けられる評価の種類：          ） 

□ 義務付けられない 

【事務名 ※ 特定個人情報保護評価計画管理書の「事務の名称」を記載】 

（                       ） 

※ 「個人番号利用事務」を選択した場合のみ記載 

⑥公表予定 

【事案の公表】 

 □ あり（予定も含む） 公表（予定）   年  月  日  時 

 □ なし   □ 未定 

【記者レクの有無 ※ 「あり（予定も含む）」を選択した場合のみ記載】 

 □ あり  □ なし  □ 未定 

⑦その他  

 

改正 
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